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（百万円未満切捨て） 

１．平成27年８月期第１四半期の連結業績（平成26年９月１日～平成26年11月30日） 

(1) 連結経営成績（累計）                                   （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年８月期第１四半期 3,876  16.9 331 △45.8 457 △28.6 

 

353 

 

△ 7.7 

 

 

26年８月期第１四半期 3,316  △ 0.3 612 △17.7 641 △16.0 

 

382 

 

△16.1 

 

 
（注）包括利益  27年８月期第１四半期 328百万円（△22.3％） 26年８月期第１四半期 423百万円（△12.3％） 
 

 
１ 株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後１株 

当たり四半期純利益 

 円  銭 円  銭 

27年８月期第１四半期      12   80               － 

26年８月期第１四半期      13   86               － 
 
(2) 連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

27年８月期第１四半期      16,779      13,078 77.7 

26年８月期     16,568     13,191 79.4 
 
（参考）自己資本  27年８月期第１四半期 13,036百万円  26年８月期 13,149百万円 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

26年８月期 －  16 00  －  16 00  32  00 

27年８月期 －                                         

27年８月期（予想）         17 00  －  17 00  34 00 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 
 
３．平成27年８月期の連結業績予想（平成26年９月１日～平成27年８月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

  百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭 

第２四半期（累計） 9,580   22.2 1,730  △13.0 1,800  △11.9 1,160  △12.2 42  02 

通       期 19,420   24.8 3,500     2.5 3,620     2.3 2,260     2.7 81  87 
 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 
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※ 注記事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動：無 

  （連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  (注) 詳細につきましては、四半期決算短信（添付資料）５ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 (1) 当

四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

    ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

  ② ①以外の会計方針の変更        ：無 

  ③ 会計上の見積りの変更         ：無 

  ④ 修正再表示              ：無 

  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年８月期１Ｑ 27,803,600株 26年８月期 27,803,600株 

② 期末自己株式数 27年８月期１Ｑ 200,127株 26年８月期 200,127株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年８月期１Ｑ 27,603,473株 26年８月期１Ｑ 27,603,473株 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

   この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外ですが、この四半期決算短信の開示時

点において、四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しております。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は種々様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）５ページ「１．

当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第１四半期連結累計期間（平成26年９月１日～平成26年11月30日）におけるわが国経済は、消費税増税に伴う駆け込

み需要の反動が見られたものの、政府の経済政策により緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、新興国経

済の成長鈍化により輸出が伸び悩む等、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。 

当社グループの属する学習塾業界におきましても、少子化により学齢人口が減少しておりますが、その一方、一人の子

どもを大切に育てる傾向が強まり、子ども一人当たり教育費は上昇傾向にあります。これらを背景とした多様な教育ニー

ズに対応するため、学習塾各社は、英語教育の強化、映像教材・授業の導入や、その他新たな教育サービスの提供等を推

進しております。 

当社グループはこのような環境のなか、明確な目標を設定し遂行するため、平成25年10月に「中期経営計画」（平成26

年８月期～平成28年８月期）を策定・公表し、これに基づいて事業活動を行ってまいります。 

当連結会計年度におきましては、 

(i)  生徒・保護者ニーズの正確な把握、提供する教育サービスのクオリティの向上、コミュニケーションの充実等を

図ることによるお客様満足度の更なる追求 

(ⅱ) 大胆な組織再編、人事異動により部門間の壁を越えたコミュニケーションと仕事の連携を強化し、スピードと責

任をもって行動する組織への更なる変革推進 

(ⅲ) 明光義塾直営事業部と明光義塾フランチャイズ事業部の統合によるマネジメント力、地域戦略、本部指導体制の

強化及び業務の効率化 

(ⅳ) 学校や家庭との学習連携を強化し、生徒が自ら学習に取り組む力を育む新生明光義塾の開発 

(ⅴ) 新規事業の事業基盤の確立 

等に取り組んでまいります。 

当第１四半期連結累計期間におきましては、これらの取り組みを基本とし、前連結会計年度からの重点施策である高業

績教室の教室長や講師の実践ノウハウを体系化・標準化した独自トレーニングの実施・水平展開及び成功事例の更なる共

有を継続して行うとともに、多様化する教育ニーズに対応するため、小学生向け「明光の♪小学生まなびコース」、高校

生向け映像授業「MEIKO MUSE」等の導入推進を図ってまいりました。 

プロモーション活動につきましては、調査・データに基づく効率的なマーケティング活動や、インターネット等を活用

した広域的な生徒募集活動を行いました。 

また、平成26年９月１日開催の取締役会において、明光義塾のフランチャイジーである株式会社ＭＡＸＩＳホールディ

ングス（平成26年９月３日付で株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションに社名変更）の自己株式を除く発行済株式の全部を

取得する決議を行い、同日、株式譲渡契約を締結し、平成26年９月２日付で株式を取得することによって、同社を連結子

会社といたしました。これにより、当社直営教室とフランチャイズ教室間での連携強化とノウハウ共有を進め、チェーン

全体の競争力を向上させることで明光義塾事業等の更なる成長及びグループ競争力強化を図ってまいります。 

更に、事業領域の拡大を図るため、平成26年10月23日開催の取締役会において、株式会社早稲田ＥＤＵの自己株式を除

く発行済株式の全部を取得する決議を行い、平成26年10月24日に株式譲渡契約を締結し、平成26年10月30日付で株式を取

得することによって、同社を連結子会社といたしました。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、連結子会社株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの

売上高を連結したこと等により、売上高は3,876百万円（前年同期比16.9％増）となる一方、利益面におきましては、株

式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションを連結したことに伴う諸経費の増加、全国明光義塾総会の当四半期への繰り上げ実施

及びのれん償却額の増加等により、営業利益331百万円（同45.8％減）、経常利益457百万円（同28.6％減）、四半期純利益

353百万円（同7.7％減）となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

（明光義塾直営事業） 

直営事業につきましては、明光義塾の優位性をより明確にするため、独自のノウハウである「勉強の仕方」「勉強の教

え方」「未来教育」を進化させることによる指導力の強化や、小学生向け「明光の♪小学生まなびコース」、高校生向け映

像授業「MEIKO MUSE」の導入推進等を図ってまいりました。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、連結子会社株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの売上高を連

結したこと等により、2,080百万円（前年同期比45.0％増）、セグメント利益（営業利益）はのれん償却額の影響等により

32百万円(同77.0％減)となりました。教室数は310教室（当社直営校221教室、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営

校89教室）、在籍生徒数は25,300名（当社直営校18,065名、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営校7,235名）となり

ました。 
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（明光義塾フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業につきましては、直営事業と同様に小学生向け「明光の♪小学生まなびコース」、高校生向け映像

授業「MEIKO MUSE」等の導入推進をするとともに、直営事業との連携を密にすることにより、マネジメント力・地域戦略・

本部指導体制の強化及び業務の効率化を図るとともに、サービスの均一化を図るためスーパーバイザーとエリアマネージ

ャーの価値観や情報の共有体制を強化いたしました。 

教室開設面につきましては、教室展開エリアにおいてサテライト教室の開設を推進し、生徒数占有率向上を目指しまし

た。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、明光義塾のフランチャイジーである株式会社ＭＡＸＩＳエデュ

ケーションを連結子会社とした影響等により1,329百万円（前年同期比8.2％減）となり、セグメント利益（営業利益）は

671百万円（同12.4％減）、教室数は1,821教室（株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営校除く。）、在籍生徒数は118,792

名（株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営校除く。）となりました。 

 

（予備校事業） 

連結子会社である株式会社東京医進学院による予備校事業につきましては、私立医系大学による協力のもと受験生・保

護者の方を対象にした医系大学入試相談会や、私立医系大学対策に特化した独自の総合模擬試験の実施により訴求力を高

めてまいりました。 

また、新課程対応教材の編集や教材のデジタル化・データベース化の検討・準備を行いました。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は131百万円（前年同期比7.1％減）、セグメント利益（営業利益）

は６百万円（同65.6％減）、校舎数は４校、在籍生徒数は147名となりました。 

 

（その他の事業） 

明光サッカー事業につきましては、スクール生の技術力アップのみならず、あいさつ、言葉遣い等の「自立した人材育

成」を目的としたスクール運営を徹底いたしました。また、コンサドーレ北海道スポーツクラブとの協業を推進してまい

りました。 

これらの結果、明光サッカー事業における当第１四半期連結累計期間の売上高は30百万円、営業損失は４百万円、スク

ール数は17スクール（うちフランチャイズ２スクール）、在籍スクール生は973名となりました。 

   

早稲田アカデミー個別進学館事業につきましては、株式会社早稲田アカデミーとの教務運営会議・広告宣伝会議の実施

による更なる連携強化や、各教科の指導方法の更なる徹底を推進いたしました。 

校舎展開といたしましては、当社直営校４校、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーション直営校２校、株式会社早稲田アカ

デミーの直営校７校及びフランチャイズ校12校の体制で展開いたしました。 

当第１四半期連結累計期間における全校舎の生徒数は、1,743名となりました。 

これらの結果、早稲田アカデミー個別進学館事業における当第１四半期連結累計期間の売上高は80百万円、営業損失は

12百万円となりました。 

 

キッズ事業につきましては、新年度に向けた新たなサービスの検討や「まなびプログラム」の充実を図るとともに、新

規開校スクールの早期安定化を実現させるための積極的な生徒募集活動に注力しました。 

明光キッズにおける当第１四半期連結累計期間のスクール数は３スクール、在籍スクール生は175名となりました。 

 

連結子会社である株式会社ユーデックにつきましては、主軸の進学模擬試験の販売において、兵庫進学模試公開テスト

の回数を年３回から４回へ増やすとともに、大手塾を中心とした新規顧客開拓や受験回数増に努めた結果、受験者数が順

調に増加いたしました。学習塾採択教材売上は、営業部員増による営業体制強化を図っております。学内予備校売上は新

規顧客の開拓に努めるとともに、顧客満足度の向上に努め、新たなサービス提案を行いました結果、堅調に推移いたしま

した。これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は175百万円、営業利益は８百万円となりました。 

 

連結子会社である株式会社晃洋書房につきましては、主軸である大学教科書の発行において、営業部の体制強化による

新規販売ルートの開拓及びテキスト採用の営業活動に注力し、企画本の発行にも積極的に取組みました結果、テキストの

採用及び新刊受注は堅調に推移しましたが、納品時期が大学前期テキストの２月～４月に集中しており、当第１四半期連

結累計期間の売上高は低調に推移いたしました。 

 

連結子会社である株式会社早稲田ＥＤＵにつきましては、平成26年11月30日をみなし取得日としているため、貸借対照

表のみを連結しており、業績は含まれておりません。 
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なお、キッズ事業等の損益面につきましては、新規事業として立ち上げ間もないこと及び金額的重要性が乏しいことか

ら、記載を省略しております。 

 

<ご参考> 明光義塾教室数、明光義塾在籍生徒数及び明光義塾教室末端売上高等の推移 
 

回     次 平成26年８月期第１四半期 平成27年８月期第１四半期 

会 計 期 間 

自 平成25年９月１日 

至 平成25年11月30日 

自 平成26年９月１日 

至 平成26年11月30日 

経営成績他 前年同期比較 経営成績他 前年同期比較 

明光義塾直営教室数 210 ＋   ５ 221 ＋   11 

明光義塾（ＭＡＸＩＳ）教室数 － － 89 ＋     89 

明光義塾フランチャイズ教室数         ※１ 1,902 ＋     27 1,821 △     81 

明光義塾教室数合計 2,112 ＋     32 2,131 ＋     19 

明光義塾直営教室在籍生徒数           (名) 17,823 ＋  1,333 18,065 ＋    242 

明光義塾（ＭＡＸＩＳ）教室在籍生徒数  (名) － － 7,235 ＋  7,235 

明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数  (名)   ※１ 126,996 △  2,554 118,792 △ 8,204   

明光義塾在籍生徒数合計                (名） 144,819 △  1,221 144,092 △   727 

明光義塾直営事業売上高       （百万円） 1,434 ＋   41 2,080 ＋  645 

明光義塾フランチャイズ事業売上高  （百万円）※２ 1,447 △    113 1,329 △    118 

予備校事業売上高          （百万円） 141 ＋     14 131 △     10 

その他の事業売上高         （百万円） 293 ＋     47 335 ＋     42 

売上高合計             （百万円） 3,316 △     10 3,876 ＋    560 

明光義塾直営教室売上高       （百万円） 1,434 ＋     41 2,080 ＋    645 

明光義塾フランチャイズ教室末端売上高（百万円） 10,018 △    167 9,093 △    925 

明光義塾教室末端売上高合計     （百万円）※３ 11,453 △    126 11,173 △    279 
 
※ １ 平成 26 年８月期第１四半期における明光義塾フランチャイズ教室数及び明光義塾フランチャイズ教室在籍生徒数には、連結子会社株式会社ＭＡＸＩ

Ｓエデュケーションの教室数及び生徒数が含まれております。 

２ 明光義塾フランチャイズ事業売上高は、ロイヤルティ収入及び商品売上高等を記載しております。 

３ 明光義塾教室末端売上高合計は、直営教室の入会金、授業料、教材費、テスト料等の全売上高と、フランチャイズ教室の入会金、授業料等の売上高を

合計したものであり、フランチャイズ教室の教材費、テスト料等の売上高は含んでおりません。 

 

(2) 財政状態に関する説明 

（流動資産） 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比較して2,219百万円減少（22.9％減）

し7,488百万円となりました。これは主に、現金及び預金が2,162百万円減少したことによります。 

 

（固定資産） 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比較して2,430百万円増加（35.4％増）

し9,291百万円となりました。これは主に、のれんが1,994百万円増加したことによります。 

 

（流動負債） 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比較して213百万円増加（7.7％増）し

2,988百万円となりました。 

 

（固定負債） 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比較して110百万円増加（18.3％増）

し712百万円となりました。 

 

（純資産） 

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比較して112百万円減少（0.9％減）し

13,078百万円となりました。これは主に、利益剰余金が88百万円減少したことによります。 
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(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、新規事業への先行投資及び個別指導塾の増加に伴う競争激化によ

り厳しい状況になりました。 

しかしながら、今後におきましては、中期経営計画諸施策の実行による明光義塾事業の強化、及び新規事業の更なる

開発により積極的な事業展開を進めてまいります。 

したがいまして、平成26年10月９日の決算短信で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想

に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

  該当事項はありません。 

    なお、下記のとおり連結の範囲の変更はありましたが、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第10項に規定する

特定子会社に該当いたしません。 

 （連結の範囲の変更） 

当第１四半期連結会計期間より、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの自己株式を除く発行済株式の全部を取得し

たため、同社を連結の範囲に含めております。 

 

当第１四半期連結会計期間より、株式会社早稲田ＥＤＵの自己株式を除く発行済株式の全部を取得したため、同社を

連結の範囲に含めております。なお、みなし取得日を平成26年11月30日にしているため、貸借対照表のみを連結してお

り、当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に被取得企業の業績は含ま

れておりません。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  該当事項はありません。 

 

 (3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

   該当事項はありません。 
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(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 
 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 
 

  （四半期連結貸借対照表関係に関する注記） 

該当事項はありません。 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係に関する注記） 

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 
 

 
 
 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年９月１日  
  至 平成25年11月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年９月１日  
  至 平成26年11月30日) 

減価償却費 

のれんの償却額 

32,412千円 

5,040千円 

43,756千円 

40,999千円 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日） 

該当事項はありません。 
 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成26年11月30日） 

該当事項はありません。 
 

（セグメント情報等） 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年９月１日 至 平成25年11月30日） 

   １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                 （単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注） 
合計 

 
明光義塾 

直営事業 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業 
予備校事業 計 

売上高       

 外部顧客への売上高 1,434,811 1,447,507 141,159 3,023,478 293,122 3,316,600 

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － － － 22,910 22,910 

計 1,434,811 1,447,507 141,159 3,023,478 316,033 3,339,511 

セグメント利益又は損失(△） 140,228 766,482 17,907 924,618 △ 25,899 898,718 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカー事業、早稲田アカデミ

ー個別進学館事業、キッズ事業、連結子会社株式会社ユーデック及び連結子会社株式会社晃洋書房等が含まれ

ております。 
 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 924,618 

「その他」の区分の利益 △   25,899 

のれんの償却額 △    5,040 

固定資産の調整額 862 

全社費用（注） △  282,167 

四半期連結損益計算書の営業利益 612,373 

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

㈱明光ネットワークジャパン（4668）平成27年８月期　第１四半期決算短信

-10-



 
 

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

    該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年９月１日 至 平成26年11月30日） 

   １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                 （単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 

（注）１ 
合計 

 明光義塾 

直営事業 

(注)２ 

明光義塾 

ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ事業 
予備校事業 計 

売上高       

 外部顧客への売上高 2,080,749 1,329,291 131,096 3,541,137 335,846 3,876,984 

 セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ 93,849 － 93,849 28,259 122,108 

計 2,080,749 1,423,141 131,096 3,634,987 364,106 3,999,093 

セグメント利益又は損失(△） 32,251 671,757 6,168 710,177 △ 51,918 658,258 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、明光サッカー事業、早稲田アカ

デミー個別進学館事業、キッズ事業、連結子会社株式会社ユーデック及び連結子会社株式会社晃洋書房等が

含まれております。 

   ２．当第１四半期連結会計期間より、主として「明光義塾直営事業」を営む株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーシ

ョンの自己株式を除く発行済株式の全部を取得し、連結の範囲に含めております。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

利   益 金   額 

報告セグメント計 710,177 

「その他」の区分の利益 △   51,918 

のれんの償却額 △    5,040 

固定資産の調整額 858 

全社費用（注） △  323,987 

その他の調整額 1,739 

四半期連結損益計算書の営業利益 331,828 

   （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   （のれんの金額の重要な変動） 

    当第１四半期連結会計期間より、株式会社ＭＡＸＩＳエデュケーションの自己株式を除く発行済株式の全部を取得

したため、同社を連結の範囲に含めております。これにより、「明光義塾直営事業」セグメントにおいて、のれんの

増加額は1,438,350千円となりました。 

    また、当第１四半期連結会計期間より、株式会社早稲田ＥＤＵの自己株式を除く発行済株式の全部を取得したため、

同社を連結の範囲に含めております。これにより、「その他」において、のれんの増加額は596,905千円となりました。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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